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第１節：問題と目的
　私たちは，自らの欲求や衝動を表出できない時に，
自分の欲望や感情を制御する。このような行動を調
整する能力，つまり「自己制御」と呼ばれる能力が
重要で必要不可欠である。たとえば，社会生活を営
む中で「ゲームをしたい」「オシャレをしたい」「お
菓子を食べたい」など様々な欲求に直面する。しか
し，常に目先の快楽を満たしていては，長期的な目
標や夢を達成できなくなってしまい，日常生活にも
支障をきたすようになる。この「自己制御」に関す
る研究は，医療・教育・心理学などの多岐にわた
る分野で取り上げられており，「セルフ・リグレッ
ション」，「セルフ・コントロール」，「エフォートフ
ル・コントロール」など，研究者によって用いる用
語が異なる。しかし，多くの研究者が同一のものと
して扱っているため（例えば，篠木，2015；丸山，
2009），本研究においても「自己制御」と統一して
扱う。
　自己制御を測定する方法には，大きく分けて観察
法・実験法・質問紙法の 3 つがある。これら 3 つの
測定方法には，それぞれにメリットとデメリットの
両方があるため（表１），測定したい内容や状況に
よって使い分けることが重要になる。すなわち，自
己制御について研究する際，どのような方法論を用
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［摘要］
　本研究は，主に質問紙を用いて自己制御を検討した研究をレビューし，その現状と課題について検討した。具体的には，
（Ⅰ）どのような質問紙が開発されているのか，（Ⅱ）どのような行動との関連が示されているのか，の 2 つを明らかに
することを目的とした。（Ⅰ）について 1980 年代までの自己制御を測定するための質問紙は，「子ども」と「大人」に分
けられていたが，2000 年代以降は「幼児期以前」を対象にしたもの，「思春期」および「青年期」を対象にしたものな
どかつてよりも多様な年齢を対象にしていた。また，2000 年以降の自己制御研究には，大きく“気質レベルの自己制御”
と“能力レベルの自己制御”の 2 つの立場が存在することが明らかになった。しかし，発達の関連性については，1980
年代の研究と同様に明らかになっておらず，2000 年代に報告された知見を踏まえて，さらなる検討が必要であることが
示唆された。（Ⅱ）について，低い自己制御は，社会的側面においても個人的側面においても，様々な問題行動や依存症
と繋がることが明らかとなった。また，個人的側面においては，高すぎる自己制御が様々な身体的および心理的問題と
関連することが明らかになった。つまり，社会的場面においては高い自己制御の発揮が求められるが，個人内においては，
高すぎないが低すぎない適度な自己制御の発揮が重要であることが示唆された。しかし，「高すぎる」もしくは「低すぎ
る」という基準がなく，曖昧な表現であることから，「適度」な自己制御について明らかにすることが今後の課題である。
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いており，それがどのような意味での自己制御を測
定しているのかを自覚することが重要となる。本論
考では，これら 3 つの測定方法のうち，質問紙を用
いた自己制御研究に関する知見をレビューする。そ
の理由は以下の通りである。
　表 1 に示したように，質問紙は実施が容易であり，
それゆえに研究数も多い。また，自己制御の多様な
側面（因子）を捉えることも可能である。しかしそ
れだけに，それぞれの質問紙でもどの側面の自己制
御を測定しているのか，あるいは対象年齢はどの範
囲かなどについて，俯瞰的に整理することが必要で
ある。もちろん，質問紙を用いた自己制御研究を整
理する作業自体は本論考が初めてではない。たとえ
ば杉若（1996）は，「子どもの自己制御を測定する
尺度」と「成人の自己制御を測定する」尺度の 2 側
面からレビューを行なった。その結果，子どもと成
人の自己制御研究は別々に行われてきたこと，標準
化手続きを行なっている成人期の自己制御尺度が，
Rosenbaum（1980）の Self-Control Schedule しか
ないことなどを明らかにした。
　ただし，杉若（1996）は，おもに 1980 年代まで
の研究しか扱っておらず，それ以降の質問紙研究の
現状をレビューしたものは見当たらない。1980 年
以降も多くの自己制御研究が行われるなかで，成人
期を含めた新たな尺度が次々と開発されていること
から，どのような質問紙が開発され，どのような研
究状況であるのかを再度整理することは，今後自己
制御研究を進めていくうえでも必要な作業であると
思われる。
　また，杉若（1996）は，自己制御と実際の行動と
の関連を検討した研究については述べていない。先
述のように，自己制御は我々の生活に深く関連して
おり，自己制御の構造のみならず，それがどのよう
な行動にどれだけ関連しているのかを知ることは，
多様な領域（教育・司法・医療等）への応用を考え
る際にも有用な知見となると思われる。
　そこで本研究では，近年，特に 2000 年以降の質
問紙を用いた自己制御研究について，その現状をレ
ビューする。その際，（1）どのような質問紙が開発
されているのか，（2）どのような行動との関連が示
されているのか，の 2 点に分けて整理する。また，
それらの現状をまとめ，今後の自己制御研究の方向
性について考察する。
第2節：自己制御研究の現状と整理
2-1：現在までに開発されている質問紙
　表 2 と表 3 に本研究で扱う，主に 2000 年代に開
発された代表的な質問紙を示した。以下，これらの
質問紙について概略する。
⑴　生理的反応質問紙
　Derybery & Rothbart (1988) は，「 気 質 」 に 関
連する単語 300 項目を整理し，「生理的反応質問紙
（Physiological Reactions Questionnaire）」 を 作
成した。ここでの「気質」を，「体質的な基礎を持
つ，感情・活動・注意に関する反応性と自己制御に
おける個人差」（Rothbart & Bates，2007）と定義
している。生理的反応質問紙は，自己制御のみを
測定する尺度ではないが，主要因子の多くに「エ
フォートフル・コントロール」が含まれており（例
えば，Rothbart, Ahedi & Evans, 2000 ; Rothbart, 
Ahadi, & Evans, 2000），この項目のみを取り出し
て自己制御尺度を作成している研究者も多くいる
（例えば，原田・吉澤・吉田，2009；山形・高橋・
繁桝・大野・木島，2005）ため，ここでは自己制御
に関する項目に着目して報告を行う。
　「気質」とは，通常の場合，「恐れや快の感じやす
さや表しやすさ」といった感情の次元のみを扱うこ
とが多い（星・草薙，2012）。Rothbart は，「気質
は，発達とともに少しずつ質的に変化する」と考え
（例えば，Rothbart & Derryberry, 2001 ; Rothbart 
& Bates, 2007），それぞれの質問紙で測定可能な
対象年齢を示している（表 2）。これらの質問紙は，
Derybery & Rothbart（1988）の生理的反応質問
紙（Physiological Reactions Questionnaire) を
元に作成されており，乳児期に当たる The Early 
Childhood Behavior Questionnaire（ECBQ），児童
表1　自己制御の測定方法おけるそれぞれのメリッ
トとデメリット
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期に当たるThe Children's Behavior Questionnaire 
（CBQ）， 青 年 期 に 当 た る The Early Adolescent 
Temperament Questionnaire（EATQ）， 成 人 期
に当たる The Adult Temperament Questionnaire
（ATQ）と，生涯に渡る気質的特徴の発達的変化
を捉えることが可能であるとされている。表 2 に
示したように，対象とする年齢によって自己制御
の下位因子は異なっているものの，思い通りに注
意を集中したり切り替えたりする能力である「注
意（Attention）」に関連する要因，不適切な接近行
動を抑制する能力である「抑制の制御（Inhibitory 
Control）」に関わる要因，ある行為を回避したい時
でも遂行する能力である「賦活的抑制（Activation 
Control）」に関連する要因は共通の構造として見
出すことができる。これらの尺度に関して，十分な
信頼性や妥当性を報告している研究者もいる（例え
ば，Rothbart, Ahedi & Evans, 2000 ; Rothbart, & 
Bates, 2007）。しかし，一方で，1992 年時と 2002
年次の得点が安定していないという結果（草薙・星，
2005），日米での差が大きいという指摘（中川・鋤柄，
2005）からも，今後は文化的背景を検討しなければ
ならないとされている（星・草薙，2012）。
⑵　BehavioralApproachSystem/Behavioral
InhibitionSystem尺度
　Gray（1981，1987）は，脳の構造や働きから，
自己制御に関連するシステムを分類した。1 つ目は，
行動活性システム（behavioral approach system: 
BAS）で「衝動性」と表現され，2 つ目は行動抑制
システム（behavioral inhibition system: BIS）で
「不安」と表現された。これら両システムの感受性は，
個人差が大きく影響するとされている（安田・佐藤，
2002）。例えば，BIS が高い人は，罰への感受性が
強く，罰の存在を知らせる手がかりによって接近行
動が容易に起動されるとされている（安田・佐藤，
2002）。
　Carver & White （1994） は，BIS/BAS 尺 度 が，
BIS を測定する「BIS 因子」と，BAS を測定する「報
酬反応（Reward Responsiveness）因子」，「欲求
動因（Drive）因子」，「楽しみ探求（Fun Seeking）
表2　本研究で扱う質問紙①（生理的反応質問紙に含まれる自己制御因子）
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因子」の 3 因子によって構成されることを明らかに
し，十分な信頼性と妥当性を示した。さらに，上
出・大坊 （2005）は，この質問紙を日本語に訳して
調査を行った結果，Carver & White （1994）と同
様に個人の BIS/BAS の感受性を測定するのにふさ
わしい尺度であると結論づけた。しかし，安田・佐
藤（2002）は，Carver & White（1994）の尺度を，
BAS と BIS の因子の数が揃っていないことから，
項目内容に偏りがある可能性を指摘した。そこで，
Carver & White（1994）の尺度から，BAS に「報
酬の予期と報酬に対する感受性」「報酬の予期によ
る接近行動の起動とその強さ」「新たな報酬体験の
追求」の 3 つの項目を取り入れ，BIS を「罰の予期
と罰に対する感受性」「罰の予期による回避行動の
起動とその強さ」「罰の予期による行動抑制」の 3
項目から捉えた新たな尺度を作成した。因子分析を
行なった結果，BAS は「接近ドライブ」「報酬応答
性」「新たな報酬体験への追求」の 3 因子から成る
こと，BIS は「懸念・罰感受性」「回避ドライブ」「抑
制性」の 3 因子から成ることが明らかになり，信頼
性と妥当性がともに高いことが示された。さらに，
BAS は「接近」，BIS は「受動的回避」と表現した
方が上手くいくことも明らかにしたが，感受性の個
人差が閾値の個人差を反映しているのか反応性の大
表3　本研究で扱う質問紙②
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きさを反映しているのかまでは明らかにならなかっ
た（安田・佐藤，2002）。
⑶　TotalSelf-ControlScale（TSCS）
　Tangney, Baumeister, & Boone （2004） は， 自
己制御を「何らかの問題に直面した時に限らず，常
に個人の生活全般を影響するパーソナリティ特性
のようなものであり，これを測定するためには従
来よりも広範性の高い尺度開発が必要」（p.274）だ
と考え，36 項目からなる Total Self-Control Scale
（TSCS）と，短縮版として 13 項目からなる Brief 
Self-Control Scale（BSCS）を作成した。尺度の作
成には，自己制御の適応と失敗に関する文献を参
考に，「思考の制御」「情動のコントロール」「衝動
性の抑制」「行動的なパフォーマンスの制御」「生
活習慣の変容」といった項目で構成した。因子分析
を行ったところ「自制力（Self-Discipline）」「熟慮
傾向（Deliberate/Nonimpulsive action）」「健康習
慣（Healthy Habits）」「職業倫理（Work Ethic）」
「信頼性（Reliability）」の 5 因子が抽出された。
この尺度は，質問項目が少なくて使いやすいこと
や，複数の研究データによって信頼性と妥当性の
高さが示されている（例えば，Carver, Sinclair, 
& Johnson, 2010 ; Schmeichel & Zell, 2007）。 し
かし，因子構造に関しては，「抑制力（restraint）」
と「衝動性（impulsivity）」の 2 因子として扱って
いる研究が多い（例えば，Maloney, Grawitch &, 
Barber, 2012; Frise  & Hofman, 2009 ; Fulford, 
Johmson, &  Carver, 2008）。
⑷　自己制御機能尺度
　 大 内・ 長 尾・ 櫻 井（2008） は， 自 己 制 御 と 社
会的適応との関連を測定する際，海外では「行
動 抑 制（Inhibitory Control）」，「 注 意 の 移 行
（Attention Shifting）」，「注意の焦点化（Attention 
Focusing）」 の 3 つ の 尺 度 か ら 捉 え て い る 研 究
者 が 多 い こ と に 着 目 し た（ 例 え ば，Eisenberg, 
Cumberland, Spinrad, Fabes, Shepard, Reiser, 
Murphy, Losoya & Guthrie, 2001 ; Spinrad, 
Eisenberg, Harris, Hanish, Fabes, Kupanoff, 
Ringwald,& Halmes, 2004）。そこで，自己抑制に
加え，日本独自の自己主張と，海外独自の注意の
移行と注意の焦点化を取り入れ，4 つの側面に着目
した新たな尺度を作成した。質問紙を作成する際，
Rothbart らと同様に自己制御を気質的な側面から
測定することを目的とし，保護者評定用の質問紙を
作成した。因子分析の結果，子ども達が自分の意見
や他者に伝える能力である「自己主張」，社会的場
面において自分の欲求や行動を抑制しなければなら
ない時にそれができる能力である「自己抑制」，必
要に応じて現在注意を向けている対象から別の対象
へと注意を切り替える能力である「注意の移行」，
取り組んでいることに注意を向け続けられる能力で
ある「注意の焦点化」の 4 因子からなることが明ら
かになった。また，4 因子の得点が全て高い群，全
てが低い群に加え，自己主張，自己抑制，注意の移
行がそれぞれ単独に低い群，自己主張のみが高い群
の 6 クラスターによる分類が，自己制御の様々なパ
ターンを最もよく表していることが示された。しか
し，注意の焦点化が単独に低い群，自己抑制のみが
高い群，全てが平均的な群などは見られなかった。
⑸　Dual-Systems
　金子（2013）は，自己制御を説明する代表的なモ
デルの 1 つに「二重過程モデル（二重過程理論）」
があると述べている。二重過程理論は，認知心理
学・教育心理学・発達心理学など多岐にわたる領域
で研究されており，自己制御研究の分野では，思考
の種類から 2 つのシステムが想定されている（金子，
2013）。思考の 1 つである「システム 1」は，生ま
れた時から備わっており，衝動的で，情動的，無
意識的に行う情報処理様式である。もう 1 つの思
考である「システム 2」は，成長とともに身につけ
ていく，冷静で，規則的，意識的に行う情報処理
様式である（Stanvich，1999）。ただし，「システ
ム 1」と「システム 2」の名称は，「C-systems」と
「X-systems」，「Hot-System」 と「Cool-System」，
「poor control」と「good self-control」のように研
究者によって様々な名称がつけられている（例えば，
Lieberman, 2007 ; Metcalfe & Mischel, 1999 ; Too, 
Wang, Fan,& Goo, 2014）。
　Metcalfe & Mischel（1999）は，システム 1 に「ホッ
トシステム（Hot-System）」，システム 2 に「クー
ルシステム（Cool-System）」という名称をつけ，
それぞれに感情の断片である「ホットノード（hot 
nord）」と「クールノード（cool nord）」という概
念を想定した。また Wang, Xie, Fan, & Gao（2014）
は，システム 1 を「poor control」，システム 2 を
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「good self-control」と命名し，十分な信頼性と妥
当性を検証した。そして，この質問紙を使用した
Too, Wang, Fan,& Goo（2014）は，2155 人の子ど
も対象に 3 歳から 9 歳まで縦断的に調査を行うこと
で，それぞれのシステムの発達的変化を明らかにし
た。その結果は，poor control は 3 歳から 9 歳まで
比較的安定したままであること，good self-control
は 5 歳から 6 歳の間に向上するというものであった。
また，女子は good self-control と poor control の
両方において男子よりも高い得点だった。しかし，
それぞれの年齢と性別間を比較したところ，good 
self-control は 3 歳・8 歳・9 歳の時に男子よりも女
子の方が良い結果を示したが，poor control では男
子と女子で年齢による違いが見られなかった。これ
らの研究結果から，男子と女子の自己制御の関連の
違いは，poor control よりも good self-control と
主に関連があると考察された。
⑹　幼児の行動評定尺度
　柏木（1988）は，自己抑制的側面だけでなく自己
主張的側面の重要性も指摘し，両方を取り入れた新
たな尺度を開発した。柏木（1988）は，幼児の自
己制御尺度を作成するために，Wheeler（1982）の
「Assessment of children's self-efficacy for social 
interactions with peers」を日本語に訳し，項目内
容の重複や多義性の検討・整理を行った。そして，
自己制御の定義を「自分の欲求，衝動をそのまま発
言してはいけない場面，抑制すべき状況におかれた
とき（運動反応・認知的反応・社会的行動と行動の
種類は場合により様々）に，それを抑制・制止する
行動制御」（P.18）とした。質問紙は，「自己主張」
と「自己抑制」の主要因子からなっており，「自己
抑制」側面が，「遅延可能」，「制止・ルールへの従
順」，「フラストレーション耐性」，「持続的対処・根
気」の 4 つの下位因子から，「自己主張」は，「拒否・
強い自己主張」，「遊びへの参加」，「独自性・能動性」
の 3 つの下位因子から構成された。
　「自己抑制」の定義は，「集団場面で自分の意志や
欲求を抑制・制止しなければならないときに，これ
を抑制する（P.19）」とされており，「自己主張」は，
「自分の欲求や意志を明確にもち，これを他人や集
団の前で表現し主張する」（P.19）と定義されてい
る（柏木，1988）。この尺度は，多くの研究者によっ
て幼児の実際の行動との関連が検証され，項目の修
正や改定が行われている（例えば，森下，2000；森
下，2001；関・松永，2005；首藤，1995；伊藤・丸
山・山崎，1999；丸山，2009；原田・三宅・吉田，
2006）。
⑺　中学生用自己制御尺度
　崔・庄司（2011）は，葛藤の中で揺れ動きながら
自立していく中学生を対象に，自己制御を測定する
質問紙を作成することと，自己制御に影響する要因
を検討した。質問紙の作成にあたって，半構造化面
接を縦断的に行なった結果，「自己の考えの主張」「逸
脱行為に対する主張」「自己の欲求の抑制」の 3 つ
の下位尺度から成ることが明らかとなった。
　質問紙法と面接法の両方を用いて縦断的に調査を
行なった結果，学年と共に自己制御得点は低下する
にも関わらず，様々な側面を取り入れた冷静な主張
へと変化していることが明らかになった。また，養
育者からの愛着・温かさ・共感・親密さなどの養護
的な養育態度は，自己制御機能の「逸脱行為に対す
る主張」や「自己の欲求の抑制」に正の影響を与え
ることも明らかとなった。一方で，過剰接触・幼児
扱い・自律的行動の妨害などの過保護な養育態度は，
自己制御機能の「自己の考えの主張」と「逸脱行為
に対する主張」に負の影響を与えることが示された。
さらに，「学級活動への関与」と「自然な自己開示」
といった特徴をもつ学級，教師との「親密な関わり
経験」や「承認経験」をもつ子ども達は，主張的側
面が高くなることが示された。また，「学習への志
向性」という特徴を持つ学級や，教師からの「承認
経験」は，子どもの抑制的側面を高めることも示さ
れた。これらの結果から，自己制御は，単純な自己
の考え・判断・感情による制御から相手や周りの状
況を取り入れた複雑な思考へと発達し，学年が上が
るにつれて成熟化，安定化していくことが明らかと
なった。また，保護者による養育態度，教師や学級
などの学校教育によっても大きな影響を受けること
が明らかとなった。
⑻　社会的自己制御尺度
　原田・吉澤・吉田（2008）は，自己制御を，個人
内における制御のみでなく，他者や集団との相互作
用が必要な社会的場面における制御の方が，より重
要であると考えた。そこで，社会的場面における自
己制御能力として「社会的自己制御（Social Self-
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Regulation ; SSR）」という概念を提案し，「社会
的場面で個人の欲求や意思と現状認知との間でズレ
が起こった時に，内的基準・外的基準の必要性に応
じて自己を主張するもしくは抑制する能力」（p.82）
と定義した。尺度の作成には，高校生を対象に，自
己抑制的側面である「他人や集団の中で，自分の気
持ちを抑えなければいけないのに我慢できなかった
り，抑えられなかったりした経験」，自己主張的側
面である「適切だ，正当だと思う自分の気持ちや意
見を外に表した経験」の 2 つの側面に分けて，自由
記述式で回答を求めた。
　収集した項目を KJ 法で分類した結果，自己抑制
的側面は，情緒的側面の抑制に関する「感情抑制」，
欲求の抑制に関連する「欲求抑制」，他者の考慮に
関連する「許容性」，誘惑に負けずに課題に取り組
む「持続的対処・根気」の 4 つに分類された。一方，
自己主張的側面は，授業や会議での発言に関連する
「積極的発言・主張」，自己の表明に関連する「意見
表明・拒否」，そして「不当なことへの抗議・注意」
の 3 つに分類された。自己評定と他者評定の両方で
測定を行い，因子分析を行なった結果，自己主張は
「自己主張」の 1 つにまとまり，自己抑制は「持続
的対処・根気」因子と「感情・欲求抑制」因子の 2
つに分類されることが明らかになった。さらに，他
の尺度間の十分な信頼性と収束・弁別妥当性も確認
された。
⑼　Self-ControlandSelf-ManagementScale
Skills
　Mezo（2009）, Mezo, McCabe, Antony, & Burns
（2005）は，自己制御や自己調整スキルを測定する
Self-Control and Self-Management Scale skills
（SCMSk）が，文献調査において支持されていた
認知行動療法の形態である一方で，重要な概念が測
定できていないことを指摘し，全面的に評価でき
る尺度として Self-Control and Self-Management 
Scale（SCMS）を開発した。SCMS に含まれる尺
度は，SCMSk の項目と同様に，「自己監視（Self-
Monitoring）」・「 自 己 評 価（Self-Evaluating）」・
「自己強化（Self-Reinforcing）」とした。項目の作
成には，様々な関連文献を参考に，既存の尺度から
本尺度の構成概念に一致する項目へと修正を加えた
ところ，予備項目として 145 項目が抽出された。大
学生 302 名を対象に調査を行なったところ，自分自
身の行動をモニタリングする能力である「自己監視」
に関する項目が 6 項目，自分で自身の行動を評価・
吟味する能力である「自己評価」に関する項目が 5
項目，自分自身で褒美や罰を与える「自己強化」に
関する項目が 5 項目の下位尺度からなることが明ら
かとなった。また，SCMS は，SCMSk の尺度や心
理的ストレスを測定する尺度と有意な相関があった
が，構成概念を測定する社会的望ましさに対する反
応バイアスや，不合理の信念を測定する尺度とは有
意な相関がなかった。後続の研究の中には，SCMS
全体の十分な信頼性と妥当性が確認されているもの
もある（徳吉・岩崎，2012）が，さらなる検討や改
訂が必要とされている（高橋，2017）。
⑽　大学生版セルフ・コントロール尺度
　高橋・三浦（2016）は，これまでの自己制御尺度が，
自己の感情・欲求・意志の抑制および表出という 2
側面から捉えており，欲求に即した行動を意図的に
行う行動も自己制御に関連すると想定した。そこで，
高橋・三浦（2016）は，自己抑制的な側面に加え，
必要時には自己の欲求に即した行動を意図的に行う
開放的な側面も取り入れ，双方を測定する一対の尺
度を作成した。質問紙は，「大学生版セルフ・コン
トロール尺度」と命名され，自己抑制コントロール
尺度と自己解放コントロール尺度から構成された。
　因子分析の結果，自己抑制コントロール尺度は，
「向社会・向目標的抑制」と「欲求・衝動の抑制」
の下位尺度から，自己解放コントロール尺度は「積
極的な気晴らし・休養」「過度な欲求抑制の制御」
の下位尺度から構成されることが示された。「向社
会・向目標的抑制」は，「集団や他人の利益のため
に自己を抑制して向社会的行動を行う内容」，「自己
の目標のために満足を遅延する内容」，「勤勉に活動
するといった内容」で構成され，「欲求・衝動の抑制」
は，望ましくない目前の欲求や気の進まない活動へ
の回避衝動を抑える内容の項目で構成された。一方，
「積極的な気晴らし・休養」は，意識的な気晴らし
や気分の発散に加え，休養に関する項目で構成され，
「過度な欲求抑制の制御」は，過度な活動を抑止し，
気晴らしや休養を優先的に行う内容の項目で構成さ
れた。
　ただし，被験者の数が少なかったことや，一部の
自己制御尺度の相関の低さからも，更なる信頼性と
妥当性の検討の必要性が示唆された（高橋・三浦，
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2016）。
⑾　Self-ControlSchedule
　杉若（1995）は，成人の自己制御を評価する質問
紙として最初に報告されたのが Rosenbaum（1980）
の Self-Control Schedule であると述べている。こ
の尺度は，ストレス・マネジメントや認知行動療法
で用いられるコーピング・スキルに関連した内容で
構成されており，行動の実行が停滞あるいは妨害さ
れた状態を乗り切るために，自己制御を発揮する傾
向を測定する尺度とされている（杉若，1995）。質
問項目は，「情動的・身体的反応を制御するための
認知と自己陳述の使用」，「問題解決方略の適用」，「満
足遅延」，「自己効力感」を示す内容で構成された。
　 し か し，Gruber & Wildman（1987） や Rude
（1989） は，Rosenbaum（1980） が Self-Control
を「Redressive-Reformative Self-Control」の一元
で捉えたことを批判し，複数の次元に分けるべきで
あると指摘した。この報告を踏まえ，Rosenbaum
（1989） は，Redressive-Reformative Self-Control
を「 調 整 型 セ ル フ・ コ ン ト ロ ー ル（Redressive 
Self-Control）」と「改良型セルフ・コントロール
（Reformative Self-Control）」の 2 つのタイプに自
己制御を分けた。「調整型セルフ・コントロール」
とは，ストレス場面によって発生する情動的・認知
的反応の制御を示しており，「不安場面での気のそ
らし」や「自己教示」などが当てはまる。一方，「改
良型セルフ・コントロール」は，習慣的な行動を新
しくてより望ましい行動へと変容していくための自
己制御と定義されており，「不快な気分からの回復」
などが当てはまる。
　杉若（1995）は，Rosenbaum（1989）の「Redressive- 
Reformative Self-Control」 と ス ト レ ス・ マ ネ ジ
メントやセルフ・コントロールに関連する文献を
参考に日本語版を作成した。大学生と専門学生 529
名から得たデータをもとに因子分析を行ったとこ
ろ，3 因子から成ることが明らかとなった。第 1 因
子には，問題解決方略や報酬の遅延に関する項目
が含まれていたため，「改良型セルフ・コントロー
ル（Reformative Self-Control）」として 8 項目を
決定した。第 2 因子に含まれる 7 項目は，他者依存
の傾向や自発的な行動に対する消極性を示す内容
であったため「外的要因による行動のコントロー
ル（External Control）」と命名された。第 3 因子
に負荷の高い 5 項目は，情動的なストレス反応を除
去してその場を乗り切ろうとする内容であったため
「調整型セルフ・コントロール（Redressive Self-
Control）」と命名された。これらの結果から，2 種
類のセルフ・コントロールを評価するための下位尺
度と，セルフ・コントロールとは異質の外的要因に
よる行動のコントロールを測定できる尺度を得るこ
とができた。
2-2：自己制御と実際の行動との関連
　2-1 では，2000 年以降，どのような質問紙が開発
されているのかについて整理した。ここでは，これ
らの質問紙で測定される自己制御がどのような行動
にどの程度関連しているのかを検討した研究につい
て紹介する。
⑴　犯罪および矯正
　犯罪行為には，「殺人」「暴力」「詐欺」などの被
害者に多大な迷惑を与える行為だけでなく，「違法
薬物の使用」や「賭博」などの社会の秩序や治安の
悪化につながる行為もある。そのため我々が安心し
て社会生活を送るためにも，犯罪内容にかかわらず
減少することが望ましい。犯罪および矯正の領域で
自己制御が扱われたのは，ハーシ（Travis Hirschi）
の『非行の諸原因』（Hirschi，1969）が嚆矢であ
るとされている（上田，2007）。犯罪分野におい
て，自己制御の高低を測定する際には，「価値割引
課題」注１）を用いることが多い（例えば，Madden, 
Petry, Badger, & Bickel, 1997 ; Cherek, Moeller, 
Dougherty, & Rhoades, 1997 ; Kirby, Petry,& 
Bickel, 1999 ; Yi, Mitchell, & Bickel, 2010）。
　Madden, Petry, Badger, & Bickel（1997） は，
アヘン・ヘロイン・コカインなどの治療プログラム
に参加している薬物依存症患者を対象に，遅延割引
課題を行なった。その結果，薬物乱用者は，薬物を
使用していない人々に比べて，大きな遅延報酬よ
りも小さな即時報酬を選択する傾向があることが
明らかとなった。さらに，その後の研究で，乱用
する薬物が合法か非合法かに関わらず，統制群よ
りも遅延に対する割引率が大きいことが報告され
た（Yi, Mitchell, & Bickel, 2010）。また，薬物乱
用者の主観的価値が急速に減少するのは，金銭報酬
よりも薬物報酬であることが明らかとなり，薬物摂
取の遅延に対して非常に敏感であることが示され
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た（Madden, Petry, Badger, & Bickel, 1997）。さ
らに，薬物使用時に注射針を共有する乱用者は，そ
うでない乱用者よりも遅延報酬の価値がより急速に
割り引かれるという結果も報告されている（Odum, 
Madden, Badger,& Bickel, 2000）。このことに関し
て，注射針の共有は HIV 等の感染ルートとなり得
るなどの危険性が高い行動であるにも関わらず，目
先の快楽を満たすことが優先となった結果であると
考察されている（佐藤，2008）。
　このように，価値が遅延によって割り引かれる現
象は，薬物関連だけでなく，その他の犯罪にも見
られる。Cherek, Moeller, Dougherty, & Rhoades 
（1997）は，男性の仮釈放者を対象に，強盗・傷害・
過失致死などの暴力に関連する犯罪歴をもつ参加者
を「暴力群」，窃盗・薬物使用・偽造など暴力に関
連しない犯罪歴を持つ参加者を「非暴力群」に分
け，暴力行動傾向と遅延割引の関係を検討した。そ
の結果，暴力群は，非暴力群よりも小さな即時報酬
を選ぶ傾向が見られた。だが，同一参加者でも，マ
リファナを吸った日は，マリファナを吸わなかった
日に比べて衝動性得点が有意に高いという報告があ
る（Ansell, Laws, Roche, & Sinha, 2015）ように，
自己制御の低さが犯罪行動を促進するのか，犯罪行
動が自己制御を低下させるのかまでは明確になって
いない。
　これらの研究から，自己制御の低さが，違法薬物
使用や暴力などの様々な犯罪行動と密接に関連する
ことが示された。しかし一方で，犯罪行動と自己制
御の関連について，因果関係を明確にする必要性が
あると思われる。
⑵　社会迷惑行為
　自己制御に関連する触法行為以外の社会問題に
は，「人に平気でウソをつくという行為」や「自分
が傷つくのを避けるために他人を傷つける行為」の
ような，犯罪とは質的に異なる「社会迷惑行為」や
「逸脱行為」と呼ばれるものがある（吉澤・吉田，
2003；吉澤・吉田，2004）。社会迷惑行為とは「行
為者が自己の欲求充足を第一に考えることによっ
て，結果として他者に不快な感情を生起させること，
またはその行為」（p.54）と定義されている（吉田・
安藤・元吉・藤田・廣岡・斎藤・森・石田・北折，
1999）。
　原田・吉澤・吉田（2009）は，自己制御と社会迷
惑行為，さらには逸脱行為の関係を調査した。調査
は全て質問紙法で行われ，自己制御の測定には，自
己主張 13 項目，持続的対処・根気 7 項目，感情・
欲求抑制 9 項目からなる「Social Self-Regulation 
尺度」，安田・佐藤（2002）の「BIS/BAS 尺度」，
Rothbart, Ahedi, & Evans（2000）の「The Adult 
Temperament Questionnaire」を元に作成した，「行
動抑制の制御」「行動抑制の制御」「注意の制御」の
下位尺度からなる「Effortful-Control 尺度」の 3
つの尺度を用いた。また，社会迷惑行為に関する項
目は，社団法人日本民営鉄道協会の調査結果（2004）
と，吉田・安藤・元吉・藤田・廣岡・斎藤・森・石
田・北折（1999）の研究を元に，新たな質問紙が作
成された。さらに，逸脱行為の測定には，自己影響
型 逸 脱 行 為（Self-Directed Delinquent Behavior; 
SDDB）と他者影響型逸脱行為（Other- Directed 
Delinquent Behavior; ODDB） か ら な る， 吉 澤・
吉田（2004）の社会的逸脱行為尺度を用いた。調査
の結果，Social Self-Regulation 尺度の自己抑制的
側面は，迷惑行為経験頻度・逸脱行為悪質性軽視・
逸脱行為過去経験のすべてと中程度の負の相関が示
された。これらの値は，気質レベルの自己制御を測
定する BIS/BAS 尺度および Effortful-Control 尺
度と反社会的行動指標の関連よりも相対的に大きい
値であった。
　金城・富元（2015）は，大学生を対象に自己制御
の高低と遅刻頻度について調査を行なった。調査は
質問紙法で行われ，自己制御の評価には杉若（1995）
の Redressive-Reformative Self-Control Scale 尺
度が用いられた。また，遅刻頻度の測定には，川上
（2007）の主観的遅れ頻度尺度と，平日 1 限から 7
限までの授業の出席状況を記入してもらう形で測定
した。その結果，自己制御の高い群は，自己制御の
低い群よりも，主観的遅れ頻度尺度の得点が低いこ
とが示された。また，遅刻頻度に関連する自己制御
は，問題解決方略や報酬の遅延に関連する「改良型
セルフ・コントロール」であることから，成長の過
程で身につける自己制御の発達が重要になると考え
られた。
　これらの研究から，社会迷惑行為や逸脱行為は，
特に能力レベルに関連する自己制御の低さと関連す
ることが明らかになった。
⑶　身体的および精神的健康
― 174 ―
　私たちが幸せな生活を送るためには，身体および
精神の健康や満足感も重要になる。そして，その為
には，適切な生活習慣を送れるように，自らの行動
を調整する必要があるだろう。
　Bickel, Odum, & Madden（1999）は，ニコチン
嗜癖者に焦点を当て，衝動的選択行動の関連を検
討した注１）。その結果，現在喫煙している人たちは，
一度もタバコを吸ったことのない人や，途中でタバ
コを止めた人に比べて，目の前の小さな即時報酬を
好む傾向が示された。また，アルコール依存者・ギャ
ンブル依存症者・反社会的人格障害傾向者も，そう
でない人に比べて目の前の小さな報酬を選択するこ
とが報告された（例えば，Arantes, Berg, Lawlor, 
& Grace, 2013 ; Yi, Mitchell, & Bickel, 2010 ; 
Dixson, Marley, & Jacobs, 2003 ; 平岡，2012；佐藤，
2008）。さらに，自己制御の低さは，不満やストレ
スに対する対処の苦手さ，抑うつや不安傾向など精
神的健康と負の関連が報告されており（例えば，吉
田，2015；山形・高橋・繁桝・大野・木島，2005），
循環器系疾患・呼吸系疾患・肥満などの身体的健
康においても負の関連が報告されている（例えば，
Moffitt, Arseneault, Belsky, Dickson, Hancox, 
Harrington, Houts, Poulton, Roberts, Ross, 
Sears, Thomson, & Caspi, 2011; Mischel, Shoda, 
& Rodriguez, 1989 ; Momoi, Ohara, Kouda, 
Mase, Miyawaki, Fujitani, Okita, Murayama, & 
Nakamura, 2016 ; 小林・堀田，2008）。しかし，一
方で，過剰すぎる自己制御は，強迫性障害（Pinto, 
Steinglass, Greene, Weber, & Simpson, 2014） や
神経性無食欲症（切池，2005）など精神疾患との関
連が指摘されている。さらに，社会的貧困層の中で
身につけた高すぎる自己制御は，細胞の老化を促進
し，克服した困難が大きいほどエピジェネティック
な老化が早まることも明らかになっている（Miller, 
Yu, Chen, & Brody, 2015）。
　これらの研究から，低い自己制御は，生活習慣病
などの身体的健康，そして依存症などの心理的健康
と関連することが明らかになった。一方で，高すぎ
る自己制御も，青年期以降における様々な身体的お
よび精神的問題に影響を及ぼすことが明らかになっ
た。したがって，個人内における自己制御は，高す
ぎても低すぎても様々な問題に直面する可能性があ
り，適度な高さが求められている。
⑷　学業および収入
　私たちは，学校生活や社会生活を営む中で，常に
向上心を持つように教育されるだろう。例えば，学
齢期では「成績表」という形で自分の学力が示され，
社会人になってからは「役職名」や「年収」などと
いう形で自分の能力が評価される。自分の能力を向
上させることは，個人の年収や社会的地位だけでな
く，社会や経済を発展させる上でも重要なことだと
思われる。
　Shoda, Mischel, & Peake （1990）は，幼児を対
象に約 15 年間にわたる縦断的な研究を行なった。
研究には，遅延割引課題注１）の Marshmallow Test 
（Mischel, Ebbesen, & Zeiss, 1972），大学進学適性
試験（SAT）などが用いられた。調査の結果，幼児
期の自己制御の高さは，大学入学前の成績の高さと
関連することが明らかになった。同様に，Mischel, 
Shoda, Rodriguez（1989）の研究からも，幼児期
の自己制御の高さが，大学進学適性試験（SAT）の
成績の高さと関連することが報告された。これらの
結果から，認知的かつ社会的に有能な青少年に成長
するためには，自己制御の高さが重要であると示唆
されている（Mischel, Shoda, & Rodriguez, 1989）。
さ ら に，Moffitt, Arseneaul, Belsky, Dickson, 
hancox, Harrington, Houts, Poulton, Roberts, 
Ross, Sears, Thomson, & Caspi（2011） は，1000
人の子どもを対象に，出生から 32 歳までのコホー
ト研究を行った。9 つの自己制御尺度を用いて調査
を行った結果，幼児期の自己制御の高さが，学童期
の IQ，32 歳時点における収入・貯蓄・社会的地位
の高さに関連することが報告された。
　これらの縦断的研究の結果から，幼児期の自己制
御は，学童期の学力の高さ，社会人になってからの
収入や社会的地位の高さにも影響することが明らか
となった。
第3節：考察
　本研究の目的は，（1）どのような質問紙が開発さ
れているのか，（2）どのような行動との関連が示さ
れているのか，の 2 点に分けて，特に 2000 年以降
の質問紙を用いた自己制御研究についてレビューし
た。第 3 節では，その結果から明らかになったこと
と今後の課題点について報告する。
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3-1：どのような質問紙が開発されているか
　目的（1）に関して，主に 2000 年以降の自己制御
研究をレビューすることで，大きく 2 つのことが明
らかになった。
　1 つ目について，自己制御を測定するための質問
紙は，かつてよりも多様な年齢を対象にしていた。
具体的には，1980 年代頃の質問紙をレビューした
杉若（1996）では，「子ども」と「大人」の 2 つに
分類されていたが，2000 年代以降では，幼児期以
前を対象にしたもの（例えば，Putnam, Gartstein, 
& Rothbart, 2006； 中 川・ 木 村・ 鋤 柄・ 水 野，
2011；Sukigara, Nakagawa, & Mizuno, 2015；
Rothbart, Ahadi, Hershey, & Fisher, 2001；
Kusanagi, Hoshi, & Chen, 1999；柏木，1988；森下，
2000；森下，2001；関・松永，2005；首藤，1995；
伊藤・丸山・山崎，1999；丸山，2009；原田・三宅・
吉田，2006））や，思春期・青年期を対象にしたも
の（ 例 え ば，Capaldi & Rothbart, 1992；Ellis & 
Rothbert, 2001；Farrell, Brook, Dane, Marini, & 
Volk, 2015；崔・庄司，2011；高橋・三浦，2016）
も開発されていた。特に，生後 18 ヶ月頃から自己
制御を測定する質問紙が作成されており（Putnam, 
Gartstein, & Rothbart, 2006： 中 川・ 木 村・ 鋤
柄・水野，2011：Sukigara, Nakagawa & Mizuno, 
2015），発達の早期から自己制御が備わっていると
みなされていることがうかがえた。
　この点について，今後の課題としては，発達の関
連性を明らかにすることが挙げられる。そして，こ
の発達の関連性については 2 つの方向性が考えられ
る。1 つ目は，発達の関連性を連続として捉える方
向性である。この点に関しては，すでに杉若（1996）
が，「子どもでは，男児よりも女児の方がセルフ・
コントロールの実行度が高いにも関わらず，成人に
は性差が見られない」（p.177）ことなどから，子ど
も用と成人用の項目内容に対応をもたせた尺度の開
発と行動評定を行うべきであると提言している。し
かし，現時点では，杉若（1996）の指摘を取り入れ
た「多様な年齢範囲を超えて測定される質問紙」は
開発されていない。ある時点で見られた自己制御が，
中・長期的にどのように連続的に変化するかを明ら
かにすることおよびその尺度の開発は，今後の課題
の 1 つと考えられる。
　発達の関連性を明らかにする 2 つ目の方向性は，
質的に異なるものとして捉える方向性である。これ
に関して，原田・吉田・吉澤（2009）は，自己制御
を「外部からの刺激に規定されるものではなく，自
発的に自己の行動を制御するということ」（p. 83）
とみなしており，主に養育者からの要請に応えてい
る他律的な幼児期と，社会が要請する規範が内在化
された上で自己を制御するようになる青年期とで
は，質が異なることを報告した。このように捉えた
場合，（a）各年齢における自己制御の特徴を理論的・
実証的に明らかにすること，（b）各年齢によって異
なる自己制御の構造的・機能的つながり（いつ・ど
のようにして質の異なる自己制御へと転換して行く
のか）を明らかにすること，の 2 点が課題となる。
　この 2 つの方向性について，どちらが妥当である
かは現時点では結論は出せないものの，多様な年齢
範囲をカバーできる質問紙が開発されている現在だ
からこそ，自己制御の発達を連続として捉えるのか，
質的な転換として捉えるのかは，重要な論点であろ
う。
　目的（1）に関して，第 2 に明らかになった点と
して，自己制御の理論的立場が明確化しつつあるこ
とが挙げられる。杉若（1996）では質問紙のリスト
化はされていたものの，その背後にある理論的立場
については特に言及されていなかった。一方，今回
レビューをしたところ，自己制御は主に「気質レベ
ルの自己制御」と「能力レベルの自己制御」の 2 つ
のレベルから研究が進められていることが明らかに
なった。「気質レベル」の自己制御は，生まれなが
らにして持っている刺激に対する感受性の違いを
示し，BIS/BAS 尺度（例えば，Carver & White, 
1994；安田・佐藤，2002），幼児の自己制御機能尺
度（大内・長尾・櫻井，2008），成人用エフォート
フル・コントロール尺度 ( 山形・高橋・繁桝・大野・
木島，2005）などがある。一方，「能力レベル」の
自己制御は，成長の過程で獲得されていく自己制御
のことを指し，社会的自己制御尺度（原田・吉澤・
吉田，2008）などが存在する。表 2，3 に示した質
問紙も（開発者は必ずしも明確に言明していなくて
も）基本的には気質レベルか能力レベルかといった
次元で分類することが可能である。すなわち，同じ
「自己制御」の用語においても，定義の詳細および
構造が異なっている可能性が示唆される。
　ただし，上記の二分類は，研究上の立場を明確に
する上では有用であるが，理論的・概念的に妥当で
あるかについては今後検討すべき課題と言える。例
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えば，気質レベルの立場に立つとしている質問紙（大
内・長尾・櫻井，2008）と能力レベルの立場に立つ
としている質問紙（柏木，1996）でも同じ因子名が
存在するなど，混乱を招く状況となっている。自己
制御の背後にある構造的違いを明確化すると共に，
ある立場に立つ際にのみ使用する用語を統一するな
ど，実際の研究上の調整を行うことが必要であると
言える。
3-2：どのような行動と関連しているか
　目的（2）に関して，本研究で明らかになったこ
とを述べる。杉若（1996）では，どのような行動が
自己制御と関連するのかに関しては報告されていな
かったものの，1980 年代から行われている自己制
御研究をレビューした結果，自己制御の低さは，ア
ヘンやコカインなどの薬物依存症，アルコール依存
症やニコチン依存症，逸脱行動・傷害・過失致死な
どの暴力，逸脱行為，社会迷惑行為，抑うつや不安
などの不健康な精神状態，循環器系疾患・呼吸器系
疾患・肥満など不健康な身体状態と関連することが
明らかになった（例えば，Yi, Mitchell,& Bickel, 
2010；Madden, Petry, Badger, & Bickel, 1997；
Moffitt, Arseneault, Belsky, Dickson, Hancox, 
Harrington, Houts, Poulton, Roberts, Ross, 
Sears, Thomson, & Caspi, 2011; Mischel, Shoda, 
& Rodriguez, 1989 ; Momoi, Ohara, Kouda, 
Mase, Miyawaki, Fujitani, Okita, Murayama, & 
Nakamura, 2016 ; 小林・堀田，2008）。言い換える
と，自己制御が低い場合，身体的，精神的，社会
的に不健康・不適切な状態につながることが明ら
かとなっている。また，幼児期における自己制御
の高さが，将来の学力・社会的地位・年収までも
予測することが示唆されており（例えば，Moffitt, 
Arseneaul, Belsky, Dickson, hancox, Harrington, 
Houts, Poulton, Roberts, Ross, Sears, Thomson, 
& Caspi, 2011；Casey, Somerville, Gotlib, Ayduk, 
Franklin, Askren, Jonides, Berman, Wilson, 
Teslovich, Gloverf, Zayas, Mischel, & Shoda, 
2011），自己制御が高いことが社会的な適応状態を
高めるという関連性についても明らかになりつつあ
る。
　この点に関して，今後の課題としては，「適度」
な自己制御を明らかにしていくことが挙げられる。
これまでの研究では，「高い自己制御」＝「良い発
達（状態）」とみなされていたが，現在の状況を踏
まえて考えると，必ずしも高い自己制御が良い発
達（状態）につながるとは言えないことが示唆され
る。たとえば，Pinto, Steinglass, Greene, Weber, 
& Simpson（2014）は，高すぎる自己制御も，強
迫性障害，神経性無食欲症などの精神疾患，細胞老
化の早さに結びつくことを示している。つまり，社
会的場面においては高い自己制御の発揮が求められ
るが，個人内においては，高すぎないが低すぎない
適度な自己制御の発揮が重要であることが示唆され
た。ただし，「適度な自己制御」と呼ばれるものは，
どのような状態を指し，それをどのように測定し，
発達上どのように身につけていけば良いのかを検討
することが今後の課題と思われる。
第4節：まとめと今後の課題
　本研究は，特に 2000 年代以降に行われた自己制
御研究を，（1）どのような質問紙が開発されている
のか，（2）どのような行動との関連が示されている
のかについてレビューし，その整理と今後の方向性
について明らかにすることを目的とした。整理につ
いては，幼児期以前や思春期・青年期といった多様
な年齢層の質問紙が開発されていたということ，自
己制御について「気質レベル」と「能力レベル」の
2 つの立場が存在しており理論的立場が明確化しつ
つあることを見出した。今後の方向性としては，自
己制御がどのような発達的変化を遂げるのかについ
て明らかにすること，「気質レベル」と「能力レベ
ル」の分類が理論的・概念的に妥当であるかを検討
することが挙げられた。これらの結果は，1980 年
代頃までには見られなかった自己制御研究の動向で
あり，レビューすることによって明らかになった重
要な知見であると考えられる。
　最後に，本論文の課題について 3 点述べる。1 つ
目は，自己制御と関連する用語を網羅できなかった
ことである。本論文では，「自己監視（セルフ・モ
ニタリング）」や「自己調整」といった用語を取り
上げていない。これは，これらの用語が自己制御の
一部なのか（土田・福島，2007；岩渕・田中・中
里，1982），自己制御と同じ概念を捉えているのか
（Mezo, 2009； Mezo, McCabe, Antony, & Burns, 
2005）が理論的に明確ではなく，議論に混乱を招く
ことを避けるためであった。ただし，それぞれの用
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語と自己制御がどのように位置付くのかを明らかに
することは，自己制御研究にとって重要なことであ
ると思われる。今後は関連用語も含め，理論的・実
証的知見を整理することが望まれる。
　2 つ目は，実験法や観察法に関する自己制御研究
は取り上げておらず，質問紙法に着目したというこ
とである。自己制御は，質問紙法で測定されること
が多く種類も豊富になっているが，実験法や観察法
も「ありのままを測定できる」といったメリット
などがあり，重要な知見も多数出ている（関・松
永，2005；Mischel, Ebbesen, & Zeiss, 1972）。 ま
た，質問紙で測定される自己制御が，実験場面で
の，あるいは日常場面での自己制御とどの程度関連
しているのかも研究上重要な論点である（Moffitt, 
Arseneaul, Belsky, Dickson, hancox, Harrington, 
Houts, Poulton, Roberts, Ross, Sears, Thomson, 
& Caspi, 2011；Casey, Somerville, Gotlib, Ayduk, 
Franklin, Askren, Jonides, Berman, Wilson, 
Teslovich, Gloverf, Zayas, Mischel, & Shoda, 
2011）。実験法および観察法を用いた研究知見と合
わせて整理することで，研究手法間の異同を明確に
し，自己制御をより正確に測定することが可能にな
ると思われる。
　3 つ目は，自己制御研究の文化差や時代背景に着
目していないということである。本論文では，基本
的に海外で行われた研究と国内で行われた研究を同
一のものとして扱い整理している。しかし，自己制
御は，外的な要因によっても変化するとされている
ため（例えば，金子，2013），どのような文化圏で
自己制御が理論化され，概念化されているのかを検
討することは意義があると思われる。また，本論文
でレビューしたように，質問紙だけでも数多くの研
究がなされているのは，それだけ今の時代に自己制
御が求められていることを意味していると言えるだ
ろう。だとすると，自己制御が求められる時代背
景，言い換えれば，「なぜ現在自己制御が求められ
ているのか（求められなければならないのか）」を
丁寧に分析することもまた必要であると言える。そ
れは，自己制御を必須のものとして前提視するので
はなく，時代や環境との相互作用の中で捉えられる
概念であるということを自覚することにもつながる
だろう。
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注
注１）価値割引は，必ずしも質問紙法で測定する訳では
ない。つまり，質問紙法でも（例えば，新見・宮下・前田，
2009 ; 松本明生・平岡恭一，2017），実験法でも（例えば，
Cherek, Moeller, Dougherty,& Rhoades, 1997; Kirby, 
Petry,& Bickel, 1999），同様に測定可能である。自己制
御研究においては大事な知見であるため，ここでは，実
験法によって測定されているものも同様に報告を行なっ
た。
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 （2018 年 12 月 19 日受理）
